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○ 委員会の主要業務は、以下の３つ。

① 公益法人の認定（新規認定、変更認定）

② 公益法人の監督（報告徴収、立入検査、勧告等）

③ 法人との対話

委員会の役割

委員名簿 平成25年４月１日～平成28年３月31日（委員任期は３年・ 国会同意人事）

山下 徹

雨宮 孝子

惠 小百合

小森 幹夫

門野 泉

北地 達明

堀 裕

（株）NTTデータ相談役

元明治学院大学大学院法務職研究科教授

江戸川大学名誉教授

公認会計士、元新日本有限責任監査法人シニアパートナー

清泉女子大学理事・名誉教授

公認会計士、有限責任監査法人トーマツパートナー・経営会議メンバー

弁護士、千葉大学理事・副学長

委員長

委員長代理

公益認定等委員会（内閣府）

（※）常勤

（※）常勤

（※）常勤

※認定・勧告等は、委員会の答申を受け、内閣総理大臣の名で実施。

※報告徴収・立入検査は、公益認定法による内閣総理大臣の権限の委任に基づき、委員会の名で実施。

内閣府公益認定等委員会
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公益法人数について

 平成１８年５月２６日 公益法人制度改革関連三法案の可決・成立
 平成２０年１２月１日 上記三法が施行され、新制度が発足（移行期間は５年間（平20.12～25.11））

内閣府 都道府県 合計

公益法人
２，３８２
（うち新規241）

７，０３２
（うち新規220）

９，４１４
（うち新規461）

一般法人※３ １，７６６ ８，０９２ ９，８５８

※３ 公益目的支出計画を実施している法人

２４，３１７※１

国所管（各省庁） 都道府県所管

６，６２５（２７％）

制度施行時特例民法法人数
（平成２０年１２月１日時点）

１７，８１８（７３％）

９，０５０（３７％）

（国2,168、都道府県6,882）

公益法人への移行認定 解散・合併等

１１，６７９（４８％）

（国2,321、都道府県9,358）

一般法人への移行認可

３，５８８
（１５％）

２０，７２９※２移行申請法人数

移行の概況

※１ 共管重複分があるため、国所管と都
道府県所管の計は総数と一致しない。

※２ 取下げ件数を除く。

（平成２５年１１月３０日移行期間満了）

公益法人数・一般法人数（平成２８年２月末時点）

⇒内閣府に申請のあった約４，５００件の申請については、既に９９％以上の審査を終了
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※一つの法人が複数の活動分野の活動を行う場合があるため、合計は法人総数と一致しない。

活動分野別の公益法人数
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○旧制度と比較し、特定公益増進法人数及び
寄附金収入額は増加。

＜特定公益増進法人である公益法人数＞

0 5,000 10,000

H28.2

H20.4
862法人 10倍以上増加

合計
9,414法人内閣府所管

2,382法人
都道府県所管
7,032法人

1,558
万円

2,195
万円1．4倍

＜公益法人の寄附金収入額＞

特例民法法人
平成21年度概況調査より
新制度施行時（平成20年12月１日）
時点の24,317法人の平均額

公益法人への寄附の現状

○一方で、半数を超える公益法人において、
寄附金収入額がない状況となっている。

＜寄附金収入額規模別の公益法人の割合＞

公益法人
平成26年度公益法人に関する概況より
平成26年12月１日時点のデータのある
8,275法人の平均額

（出典）平成26年度公益法人に関する概況

公益法人
8,275

○また、税額控除対象法人として証明を受けて
いる公益法人は、全公益法人数の１割未満。

（注）過去１年間に提出された事業報告等（平成25年12月1日時点
の入力確認済みのデータ）による。

※平成23年度税制改正により、一定の要件（PST要件）を満
たす公益法人に対する寄附金の税額控除制度が創設さ
れた。
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【所得税】
１．所得控除

すべての公益社団・財団法人への寄附が対象

２．税額控除

一定の要件（ＰＳＴ要件）を満たしていることの証明を受けた
公益社団・財団法人への寄附が対象

①個人からの寄附 （１．又は２．のいずれか適用）

【法人税】

法人からすべての公益社団・財団法人へ支出された寄附
金について、所得金額や資本金額等から算出される一定額
を限度として、損金算入

②法人（民間企業等）からの寄附

寄附金についての税制上の優遇措置

公益社団・財団法人は、全て税法上の「特定公益増進法人」に該当し、法人が実施している公益目的事業
を支援するために支出された寄附金については、税制上の優遇制度が認められている。

【パブリックサポートテスト（ＰＳＴ要件）とは】

法人の過去の実績において以下の要件のいずれかを満たすことが必要。

＜要件１＞ 実績判定期間における、3000円以上の寄付者数が

「実績判定期間年数×100人以上」

＜要件２＞ 実績判定期間における「受入寄附金総額／総収入額が20％以上」

寄附金収入額別公益法人数（平成25年12月時点）
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公益活動を促進する観点から、法人の事務負担能力に配慮し、事業規模が小さい公益法人等につ
いても税額控除制度の対象となることができるように、寄附実績に係るＰＳＴ要件を当該法人の公益目
的事業等の規模に応じて緩和する。

公益法人等への寄附金に係る税額控除制度の対象の拡充（国会審議中）

■ 「平成28年度税制改正の大綱」による改正内容のイメージ

法人が過去に受けた寄附実績（原則５年間）において、以下の要件のいずれかを満たすことが必要。
要件① 3,000円以上の寄附者が、平均して年に100人以上。
要件② 法人の経常収入金額に占める寄附金等収入の割合が、１/５以上。

現行のＰＳＴ（パブリック・サポート・テスト）要件

改正後のＰＳＴ要件

各事業年度の公益目的事業費用等が１億円に満たない公益法人等※

について、要件①を次のように緩和

※ 公益社団法人及び公益財団法人、学校法人及び準学校法人、社会福祉法人、更生保護法人が対象。
公益法人以外の判定の基準は、学校法人及び準学校法人にあっては私立学校等の経営に関する事業の費用、

社会福祉法人にあっては社会福祉事業費用、更生保護法人にあっては更生保護事業費用。

要件①の寄附者数
（最低10人） ＝ 100人 × 公益目的事業費用等

１億

平成26年公益法人に関する概況
（平成27年７月内閣府）

54.8％45.2％

１億円
未満

１億円
以上

に
係るPST要件が緩和

公益法人の公益目的事業費用

必
要
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7



公益法人に係る叙勲・褒章について（論点）

現場で苦労されている法人・人々にも光を当てることが重要

• 地域で活動する法人を中心に

対象寄附先（公益団体）の拡大

• 紺綬褒章に係る申請・推薦の仕

組みの整備・周知

紺綬褒章

• 地域での地道な活動

• 幅広い分野における活躍

• 従来の行政では手の届きにくい

分野での貢献

叙勲
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